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エグゼクティブ・サマリー 
日本政府は、人口減少に伴う深刻な人手不足に対応し、公共サービスを維持・強化するため、
全ての政府職員を「AI エンジニア」とする大胆な方針を打ち出した。その中核を担うのが、
デジタル庁が内製開発した生成 AI 利用環境「源内（げんない）」である。 
2025 年 12 月の高市総理による方針表明を受け、2026 年 1 月より国土交通省をはじめとす
る他府省庁への展開が本格化した。「源内」は単なるツール提供に留まらず、職員自らが業
務課題を解決するための AI アプリを開発できるプラットフォームとしての側面を持つ。
2026 年 5 月には、活用規模を政府職員 10 万人以上に拡大する計画である。本文書では、
「源内」の機能特性、導入プロセス、および現場での活用実態と今後の展望について詳述す
る。 
-------------------------------------------------------------------------------- 

1. 導入の背景と目的 

中央省庁は、人口減少社会における行政サービスの維持という極めて困難な課題に直面し
ている。 

• 課題の深刻化: 
o 政策立案に伴う膨大な資料の収集・分析。 
o 許認可審査における処理速度と正確性の両立。 
o 行政分野の多角化と業務量の増大に対し、人員確保が困難な状況。 

• 「源内」の役割: 
o デジタル庁が内製開発した行政実務特化型の生成 AI 利用環境。 
o ルーチンワークの効率化に留まらず、職員自らが AI をカスタマイズ・開発

し、現場固有の課題を解決することを目指す。 
-------------------------------------------------------------------------------- 

2. 生成 AI 利用環境「源内」の主要機能と特徴 

「源内」は、行政実務の特殊性と高度なセキュリティ要件を考慮して設計されている。 



2.1 実務特化型アプリケーション 
デジタル庁内では既に全職員が利用しており、20 種類以上の行政実務特化型アプリが搭載
されている。 

• 法制度調査支援: 複雑な法令や制度の確認を迅速化。 
• 国会答弁検索: 過去の国会議事録 API を活用し、一貫性のあるフォーマットで答弁

内容を要約・抽出。 
• データ分析: 統計データ間の相関分析や、経年変化の抽出などを容易にする。 

2.2 セキュリティとデータ活用 
行政特有の機密性を保持しつつ、各省庁が保有する独自データを読み込ませて解析するこ
とが可能である。 

• 地図データ解析: 火山周辺の地形データなど、専門的な地理情報のブレークダウン
表示。 

• 内部マニュアル参照: 省庁独自の内部マニュアルを読み込ませ、問い合わせに自動
回答するアプリの構築。 

-------------------------------------------------------------------------------- 

3. 展開ロードマップ 

政府は段階的な導入を通じて、2026 年前半までに全政府的な活用基盤を構築する。 
時期 段階 主な内容 

2025 年 12
月 

方針決
定 

高市総理により、政府における AI 活用方針と「源内」の徹底活用が指
示される。 

2026年 1月 
展開開
始 

国土交通省など、一部の府省庁で「源内」の利用がスタート。 

2026年 5月 
規模拡
大 

アカウント数を順次増やし、政府職員 10 万人以上が活用可能な体制
を確立。 

-------------------------------------------------------------------------------- 

4. 現場における検証と活用の実態：国土交通省の事例 

国土交通省は、多岐にわたる部局と膨大な職員数を抱える組織であり、「源内」導入の効果
が期待されている。 
4.1 初期導入の成果 
導入直後から、職員による具体的な活用が始まっている。 

• 統計データの相関分析: 自省の統計データと財務省の貿易統計を「源内」のデータ分
析アプリで照合。これによりタスクの整理と優先順位付けが迅速化した。 

• 業務の可視化: 従来は手作業で行っていた分析が短時間で実行可能となり、業務の
「質」の向上に寄与している。 



4.2 アプリ開発の共同検討 
デジタル庁から派遣された専門職員と現場職員が連携し、省庁独自の課題を解決するアプ
リ開発が進められている。 

• 事故データの解析: 経年変化による事故増加の傾向把握と要約。 
• 内製化の推進: 外部システムに依存するのではなく、「源内」のプラットフォーム上

でマニュアル参照アプリなどを構築する方針。 
-------------------------------------------------------------------------------- 

5. 展望と結論 

「源内」の導入は、単なる IT ツールの導入ではなく、行政組織の文化そのものを変革する
試みである。 

• 職員の役割の変化: AI が「横にいるのが当たり前」の状態を目指す。これにより、
職員は単純作業から解放され、より創造的な政策立案やイノベーションの創出に注
力できるようになる。 

• 「スタート地点」としての源内: デジタル庁の AI 実装総括班は、「源内の使い始め
はゴールではなくスタート」と位置付けている。実際の業務品質を向上させるため
には、現場職員の「生の声」や知恵を取り入れた継続的な改善が不可欠である。 

• 信頼の構築: 政府全体で AI を使いこなし、国民に対して「信頼できる AI」の意義を
示すことが、最終的な目標として掲げられている。 

政府職員全員を AI エンジニア化するという戦略は、技術と行政実務を融合させ、日本の行
政サービスを次世代へと引き上げるための基盤となるものである。 
 


